
①　第1602号　（毎月20日発行） 平成28年2月20日

　当所発行「かいぎしょＮＥＷＳ」への広告掲載事
業所を募集します。年間5回以上掲載いただいた場合
には、広告料は10％割引になります。
■通常ニュース
　発行部数　3,500部
　発行回数　年11回（毎月20日）※新年号除く
　サ イ ズ　タテ50ｍｍ×ヨコ170ｍｍ
　掲 載 料　12,960円（税込）
■市民版（新聞折込）
　発行部数　61，000部
　発行回数　年1回（7月中旬予定）
　サ イ ズ　タテ50ｍｍ×ヨコ75ｍｍ
　掲 載 料　25,920円（税込）
問合せ：当所総務課

かいぎしょNEWS広告掲載事業所募集かいぎしょNEWS広告掲載事業所募集

池の川さくらアリーナは、平成28年度完成を目指して、現在建設工事を行っております。
屋根の工事がほぼ完了し、メインアリーナは、内部の棚足場がほぼ解体され大空間が見えるようになりました。

■永年勤続優良社員表彰式 ・ 優良会員表彰式 
　会員交流会
■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き（1月）
■早期景気観測（ＬＯＢＯ）調査
　平成27年度第3四半期結果
■特別寄稿：「電力小売りの全面自由化
　16年4月全面開始　－有効活用でコスト低減－
■相談所だより
　経営安定特別相談室のご案内
■青年部からのお知らせ/花見茶屋募集
■リレー随想（その189）
■会員探訪
■会議所インフォメーション
　貸会場案内/役員議員紹介『素顔』
■商工会議所からのお知らせ
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住所　日立市若葉町1-17-5　前野ビル１Ｆ
ＴＥＬ 0294（23）0233　FAX 0294（23）0234
http://www.maenoshoji.co.jp

エコウィンＨＹＢＲＩＤ代理店

前野商事株式会社

エコウィンによる空調は、超微風運転でも充分に
能力を発揮するので無風に近い暖房が可能です。
ウイルス等の拡散防止　最大34％の省エネ！

エコウィンハイブリットは日立をはじめ各メーカーの
エアコンとつなぐことができます

世界初
ハイブリット型
空調システム

③　第1602号　（毎月20日発行） 平成28年2月20日 第1602号　（毎月20日発行） 平成28年2月20日　②

　当
所
で
は
、
２
月
２
日
に
会

員
事
業
所
か
ら
推
薦
さ
れ
た
永

年
勤
続
社
員
と
優
良
会
員
を
表

彰
し
ま
し
た
。

　こ
の
表
彰
は
、
当
所
会
員
サ

ー
ビ
ス
委
員
会
（
郡
司
洋
子
委

員
長
）
が
主
管
と
な
り
、
会
員

事
業
所
に
永
年
勤
続
し
、
成
績

優
秀
で
他
の
模
範
と
な
る
社
員

を
毎
年
表
彰
し
て
い
る
も
の
で

す
。　ま

た
、
優
良
会
員
表
彰
は
、

新
技
術
開
発
や
独
創
的
な
技
術

革
新
、
経
営
手
法
等
が
関
係
省

庁
や
業
界
団
体
に
認
め
ら
れ
高

い
評
価
を
得
た
会
員
事
業
所
を

表
彰
す
る
も
の
で
す
。

　今
年
度
は
Ｉ
Ｔ
経
営
実
践
認

定
企
業
と
し
て
経
営
の
最
適
化

と
技
術
の
高
度
化
に
努
め
、
平

成
27
年
経
済
産
業
省

「
が
ん
ば
る
中
小
企
業
・

小
規
模
事
業
者
３
０
０

社
」
に
選
定
さ
れ
た
株

式
会
社
日
昌
製
作
所
、

創
業
以
来
、
地
元
に
根

差
し
た
花
屋
と
し
て
地

域
住
民
を
中
心
に
愛
顧

さ
れ
、
業
界
出
版
社
主

催
「
花
い
け
バ
ト
ル
ｉ

ｎ
茨
城
」
に
選
抜
出
場

し
、
い
ば
ら
き
の
花
と

笠
間
焼
の
器
に
よ
る
作

品
が
グ
ラ
ン
プ
リ
を
獲

得
し
た
フ
ラ
ワ
ー
ハ
ウ
ス
・
ワ

タ
ナ
ベ
の
２
社
を
表
彰
し
ま
し

た
。　こ

の
日
は
、
梶
山
隆
範
日
立

市
副
市
長
、
岡
部
光
雄
市
議
会

議
長
、
大
場
由
雄
日
立
公
共
職

業
安
定
所
長
を
来
賓
に
迎
え
、

永
年
勤
続
社
員
37
名
、
優
良
会

員
２
社
に
秋
山
会
頭
か
ら
表
彰

状
が
授
与
さ
れ
ま
し
た
。

　式
辞
で
秋
山
会
頭
は
「
優
良

社
員
の
皆
様
は
永
年
に
わ
た
り

誠
心
誠
意
職
務
に
精
励
さ
れ
、

目
覚
し
い
成
果
を
収
め
ら
れ
ま

し
た
。
企
業
並
び
に
業
界
の
発

展
は
皆
様
方
の
こ
れ
ま
で
の
ご

活
躍
の
賜
物
で
あ
り
、
心
か
ら

敬
意
を
表
し
感
謝
申
し

あ
げ
ま
す
。
優
良
会
員

の
皆
様
は
、
こ
れ
ま
で

の
取
組
み
が
高
く
評
価

さ
れ
、
地
域
の
振
興
に

尽
力
さ
れ
て
こ
ら
れ
商

工
会
議
所
と
し
て
も
大

変
頼
も
し
く
、
誇
り
と

す
る
と
こ
ろ
で
す
。」と

受
賞
者
を
称
え
ま
し
た
。

　ま
た
、
表
彰
式
に
続

い
て
行
わ
れ
た
会
員
交

流
会
に
は
、
会
員
事
業

所
関
係
者
１
２
０
名
が

参
加
し
、
立
木
竜
一
氏
に
よ
る

歌
謡
シ
ョ
ー
や
お
楽
し
み
抽
選

会
を
楽
し
み
ま
し
た
。

第
61
回 

永
年
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続
優
良
社
員

第
９
回 

優

　良
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第
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永
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員
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９
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式

を

開

催

表

彰

式

を

開

催

日本商工会議所の動き
　日本商工会議所は昨年12月17日、意見書「混乱なく

消費税の軽減税率を導入するため、政府・与党が取り組

むべき対策について」を取りまとめ、政府・与党など関

係各方面へ提出した。21日には、日商の三村明夫会頭

が菅義偉内閣官房長官を訪ね、必要な対策の確実な実

施を要請した。

　意見書では、対象品目の線引きや区分経理の方法な

ど、軽減税率制度の詳細を早急に明らかにするととも

に、全ての事業者において対応が必要なことから、政府

内に総合対策本部を設置するなど、国を挙げて府省庁

横断的に対応できる体制を整備すべきとしている。

　また、事業者のみならず消費者への周知も含め、政府

一丸となった広報や説明会の実施、事業者からの相談

に対して税務署をはじめ国の出先機関および地方自治

体が万全の態勢を整えることを要請。事業者のレジス

ターの導入や、受発注・経理システムの改修に対する助

成なども要望している。

　1月18日、当所で常議員会を開催しました。協議では12月

の新入会員（別記）を承認。次に大規模小売店舗（ドン・キホ

ーテ日立店）出店に伴う意見書について協議し承認しました。

この意見書には、交通に係る事項、騒音に係る事項、自主的

な地域貢献活動と街づくりへの3点について配慮を求める事

項として提出する内容となっています。

１月７日 正副会頭会議
 新年名刺交換会
 専門相談
１月13日 正副会頭会議
 経営革新個別支援講座
１月16日 あきんど探検少年団1月活動
１月18日 常議員会
 第53回技能五輪全国大会入賞者慰労会
１月26日 観光環衛業部会議員協議会
 専門相談
１月28日 珠算振興委員会
１月29日 経営発達支援計画第1回評価検討委員会

◇消費税軽減税率  意見書を提出

混乱回避へ対策本部設置求める混乱回避へ対策本部設置求める

会
員
交
流
会
に
１
２
０
名
が
参
加

会
員
交
流
会
に
１
２
０
名
が
参
加

新入会員
紹　　介
新入会員
紹　　介

株式会社ＶＥＲＴ（ネイル・エステサロン）　本宮町2－9－10－406

髙橋設計（機械設計業）　諏訪町5－36－4

居酒屋しゅれり（飲食業）　末広町2－7－19

畑商会（玩具小売業）　水木町2－15－16

意
見
書
を
手
交
す
る

　三
村
会
頭（
左
）と
菅
内
閣
官
房
長
官

1月の常議員会1月の常議員会

式辞を述べる秋山会頭

（手話による同時通訳も行われた）

受賞者を代表して謝辞を述べる

株式会社日立製作所電力システム社日立事業所　滑川 勉 氏

日立商工会議所の動き1月1月1月
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電
力
小
売
り
自
由
化
16
年
４
月
全
面
開
始

有
効
活
用
で
コ
ス
ト
低
減

有
効
活
用
で
コ
ス
ト
低
減

業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　自動車関連での海外調達
や家電関係の内作化に加え、
中国経済減速の影響を受け
た建設・工作機械で弱い動き
が見られ業況は足踏み状況
が続く。一方でリニューアル
案件は好調であり、強弱が混
在する。
　親工場の生産拠点の変化
や顧客の内作化、ガソリン車
から次世代自動車へのシフ
トなど製品環境の変化によ
る懸念材料も多く、先行きに
慎重な見方が多い。

　歳暮やクリスマス、年末商

戦に伴う集客増がみられた

ものの、暖冬の影響により衣

料品、居住関連をはじめとす

る冬物商品の売上が低迷し

た。最寄品を中心とした低価

格志向や不要な支出を控え

る動きは依然として強く、先

行きに対する懸念材料は多

い。

　民間工事、公共工事ともに

動きが鈍く、人手不足に伴う

受注機会の損失が足かせと

なり業況悪化。価格転嫁の遅

れなどに加え、作業員不足に

よる工期の遅れや人件費の

上昇が採算を圧迫する状況

が続くなど先行きも懸念材

料払拭できず足踏み状況続

く。

　インバウンドを含む観光

客や忘年会利用により観光

関連、飲食業、ホテル業が堅

調に推移し、ガソリン価格の

下落に伴い物流関係で採算

好転の兆しがみられるもの

の、価格転嫁の遅れやパート、

アルバイトを含む人件費の

上昇などから先行きに対し

て慎重な見方が伺える。

●全産業の業況は、▲24.1と前回調査時（▲31.1）から7.0ポイント改善した。今後の見通しでは▲25.3と悪化する

見込みとなったが、「好転」から「不変」への変化が主因であり実態は横ばいであり、慎重な見方が伺える。

●製造業においては、▲50.0と前回調査時（▲50.0）と変化なく、依然としてマイナス幅大きく厳しい状況が伺える。

今後の見通しでは▲29.2と改善する予想となった。

●小売業においては、▲16.0と一部で季節的需要の増加もあり前回調査時（▲35.7）から19.7ポイント改善した。今

後の見通しでは、▲24.0と再び悪化する予測となり、先行きに慎重な見方が伺え足踏みが続く見通し。

●建設業においては、▲29.4と前回調査時（▲12.5）から16.9ポイント悪化した。今後の見通しでは▲47.1と更に

悪化が進む予測となったが、「好転」から「不変」への変化などばらつきもあり、改善に向けた動きも鈍くこちらも足

踏み状態が続く予想となった。

●サービス業においては、0.0と前回調査時（▲19.1）から19.1ポイント改善した。今後の見通しについては▲5.0

とマイナスに転じる予想となったが横ばい圏内の動きを予測する。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

24

96.0

小売業

30

25

83.3

建設業

20

17

85.0

サービス業

25

20

80.0

計

100

86

86.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

1月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成27年度第3四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第2四半期

▲31.1

▲50.0

▲35.7

▲12.5

▲19.1

第4四半期 第3四半期

▲24.1

▲50.0

▲16.0

▲29.4

0.0

▲23.8

▲38.1

▲37.5

▲15.8

0.0

第1四半期

▲36.9

▲58.3

▲33.3

▲36.8

▲14.3

今後の見通し
（1月～3月）

▲25.3

▲29.2

▲24.0

▲47.1

▲5.0

平成26年度 平成27年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業
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自
分
に
合
っ
た
料
金
メ
ニ
ュ
ー

　む
し
ろ
、
自
分
が
ど
の
時
間
に
ど

の
く
ら
い
電
気
を
使
っ
て
い
る
か
を

確
認
し
、
自
分
に
合
っ
た
よ
り
よ
い

料
金
メ
ニ
ュ
ー
を
選
ぶ
こ
と
に
よ
っ

て
積
極
的
に
電
気
料
金
を
下
げ
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。
一
方
で
、
今
回
新
た
に
事

業
者
を
選
択
し
な
く
て
も
電
力
会
社

が
現
在
の
料
金
で
供
給
を
継
続
し
ま

す
の
で
、
電
気
の
供
給
が
受
け
ら
れ

な
く
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　皆
さ
ま
が
積
極
的
に
選
択
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
小
売
事
業
者
が
料
金

そ
の
も
の
の
み
な
ら
ず
、
さ
ま
ざ
ま

な
工
夫
を
通
し
て
顧
客
を
獲
得
し
よ

う
と
す
る
の
で
、
よ
り
充
実
し
た

サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　ま
ず
は
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の

Ｈ
Ｐ
に
記
載
さ
れ
た
「
小
売
電
気
事

業
者
」
を
ご
確
認
く
だ
さ
い

　
　
　
　小
規
模
工
場
や
一
般
家
庭

向
け
の
電
気
は
、
国
の
登
録
を
受
け

た
こ
の
「
小
売
電
気
事
業
者
」

か
ら
購
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。　ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
記
載
さ
れ

て
い
な
い
事
業
者
か
ら
勧
誘
が

あ
っ
た
場
合
は
、
こ
の
小
売
電

気
事
業
者
と
ど
の
よ
う
な
関
係

か
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
も
し
、

無
関
係
な
事
業
者
で
あ
れ
ば
小

規
模
工
場
や
一
般
家
庭
に
電
気

を
売
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　ま
た
、
登
録
さ
れ
た
「
小
売

電
気
事
業
者
」
は
、
契
約
を
結

ぶ
際
に
、
契
約
期
間
、
電
気
料

金
、
解
約
の
際
の
制
約
な
ど
に

つ
い
て
十
分
な
説
明
を
す
る
こ

と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

疑
問
な
点
は
、
う
や
む
や
に
せ

ず
、
納
得
の
い
く
ま
で
事
業
者
に
説

明
を
求
め
た
上
で
、
契
約
を
結
ん
で

く
だ
さ
い
。

事
業
者
選
択
へ
情
報
収
集
を

　私
が
委
員
を
務
め
る
経
済
産
業
省

の
電
力
取
引
監
視
等
委
員
会
（
注
）

で
は
、
電
気
事
業
者
を
選
択
す
る
際

に
必
要
な
情
報
を
発
信
す
る
と
と
も

に
、
悪
質
な
事
業
者
へ
の
監
視
を
強

化
し
て
ま
い
り
ま
す
。
委
員
会
の
Ｈ

Ｐ
で
も
、
契
約
を
結
ぶ
際
に
疑
問
に

思
う
事
柄
や
一
般
的
な
電
力
小
売
り

自
由
化
の
仕
組
み
に
つ
い
て
Ｆ
Ａ
Ｑ

を
作
成
し
て
お
り
ま
す
の
で
併
せ
て

ご
覧
く
だ
さ
い

　事
業
者
の
皆
さ
ま
に
お
か
れ
ま
し

て
は
、
自
分
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
小

売
電
気
事
業
者
選
択
の
た
め
の
情
報

収
集
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

（
注
）
電
力
取
引
監
視
等
委
員
会
＝

電
力
市
場
に
お
け
る
健
全
な
競
争
が

促
さ
れ
る
よ
う
、
市
場
の
監
視
機
能

を
強
化
す
る
た
め
、
経
済
産
業
大
臣

直
属
の
組
織
と
し
て
、
平
成
27
年
９

月
に
設
立
。
法
律
、
経
済
、
工
学
な

ど
の
専
門
家
５
人
の
委
員
お
よ
び
専

属
の
事
務
局
か
ら
構
成
。
電
力
市
場

に
お
い
て
適
正
な
取
引
が
行
わ
れ
て

い
る
か
監
視
す
る
ほ
か
、
電
力
小
売

営
業
の
ル
ー
ル
な
ど
必
要
な
制
度
づ

く
り
に
も
関
与
す
る
。

小
工
場
や
家
庭
も

      

　購
入
可
能

　２
０
１
６
年
４

月
か
ら
家
庭
向
け

の
電
気
の
小
売
自

由
化
が
始
ま
り
ま

す
。
２
０
０
０
年

か
ら
大
規
模
工
場

で
は
自
由
化
が
始

ま
っ
て
お
り
、
地

域
の
電
力
会
社
以

外
の
事
業
者
か
ら

も
電
気
を
買
う
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

今
回
そ
の
範
囲
が

小
規
模
工
場
や
一

般
家
庭
ま
で
拡
大

し
ま
す
。

　こ
の
自
由
化
に

伴
い
、
都
市
ガ
ス

や
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
、
石

油
、
通
信
、
商
社
、

メ
ー
カ
ー
な
ど
多

様
な
事
業
者
が
電

力
小
売
り
に
参
入

し
て
く
る
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
こ
と

に
加
え
、
そ
う
し

た
事
業
者
に
よ
る
料
金
メ
ニ
ュ
ー
の

多
様
化
や
、
電
気
と
他
の
商
材
・

サ
ー
ビ
ス
と
の
セ
ッ
ト
販
売
な
ど
、

皆
さ
ま
の
選
択
肢
が
増
え
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。
ま
た
、
よ
り
多
く
の
事

業
者
が
電
力
小
売
に
参
入
す
る
こ
と

に
よ
り
、
事
業
者
間
の
競
争
が
活
性

化
す
る
こ
と
を
通
し
て
電
気
代
が
安

く
な
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　皆
さ
ま
と
し
て
は
、
新
し
い
事
業

者
か
ら
電
気
を
買
う
こ
と
に
対
し
て

停
電
な
ど
の
心
配
を
す
る
方
も
い

ら
っ
し
ゃ
る
と
思
い
ま
す
が
、
ど
の

事
業
者
か
ら
電
気
を
買
っ
て
も
停
電

が
起
き
や
す
い
、
起
き
に
く
い
と

い
っ
た
差
は
な
く
、
こ
れ
ま
で
と
同

様
に
電
力
会
社
の
送
配
電
網
を
経
由

し
て
家
庭
な
ど
に
届
き
ま
す
。

電
力
取
引
監
視
等
委
員
会

委

　員

　箕
輪

　恵
美
子 

氏

特
別

寄
稿

（図）我が国における電力小売自由化の経緯

　平成28年4月1日から電力の小売りが全面的に自由化され、小規模の事業者や一般家庭を含め、

全ての需要家が電力の購入先を自由に選択することが可能となります。

　当所では、自由化により中小企業を含む電力需要家が享受できるメリットや注意点等を分かり

やすくお伝えするため、電力取引監視等委員会の箕輪恵美子委員による特別寄稿文を２回にわた

り掲載いたします。
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業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　自動車関連での海外調達
や家電関係の内作化に加え、
中国経済減速の影響を受け
た建設・工作機械で弱い動き
が見られ業況は足踏み状況
が続く。一方でリニューアル
案件は好調であり、強弱が混
在する。
　親工場の生産拠点の変化
や顧客の内作化、ガソリン車
から次世代自動車へのシフ
トなど製品環境の変化によ
る懸念材料も多く、先行きに
慎重な見方が多い。

　歳暮やクリスマス、年末商

戦に伴う集客増がみられた

ものの、暖冬の影響により衣

料品、居住関連をはじめとす

る冬物商品の売上が低迷し

た。最寄品を中心とした低価

格志向や不要な支出を控え

る動きは依然として強く、先

行きに対する懸念材料は多

い。

　民間工事、公共工事ともに

動きが鈍く、人手不足に伴う

受注機会の損失が足かせと

なり業況悪化。価格転嫁の遅

れなどに加え、作業員不足に

よる工期の遅れや人件費の

上昇が採算を圧迫する状況

が続くなど先行きも懸念材

料払拭できず足踏み状況続

く。

　インバウンドを含む観光

客や忘年会利用により観光

関連、飲食業、ホテル業が堅

調に推移し、ガソリン価格の

下落に伴い物流関係で採算

好転の兆しがみられるもの

の、価格転嫁の遅れやパート、

アルバイトを含む人件費の

上昇などから先行きに対し

て慎重な見方が伺える。

●全産業の業況は、▲24.1と前回調査時（▲31.1）から7.0ポイント改善した。今後の見通しでは▲25.3と悪化する

見込みとなったが、「好転」から「不変」への変化が主因であり実態は横ばいであり、慎重な見方が伺える。

●製造業においては、▲50.0と前回調査時（▲50.0）と変化なく、依然としてマイナス幅大きく厳しい状況が伺える。

今後の見通しでは▲29.2と改善する予想となった。

●小売業においては、▲16.0と一部で季節的需要の増加もあり前回調査時（▲35.7）から19.7ポイント改善した。今

後の見通しでは、▲24.0と再び悪化する予測となり、先行きに慎重な見方が伺え足踏みが続く見通し。

●建設業においては、▲29.4と前回調査時（▲12.5）から16.9ポイント悪化した。今後の見通しでは▲47.1と更に

悪化が進む予測となったが、「好転」から「不変」への変化などばらつきもあり、改善に向けた動きも鈍くこちらも足

踏み状態が続く予想となった。

●サービス業においては、0.0と前回調査時（▲19.1）から19.1ポイント改善した。今後の見通しについては▲5.0

とマイナスに転じる予想となったが横ばい圏内の動きを予測する。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

24

96.0

小売業

30

25

83.3

建設業

20

17

85.0

サービス業

25

20

80.0

計

100

86

86.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

1月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成27年度第3四半期

日立商工会議所全産業
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サービス業
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分
に
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ー

　む
し
ろ
、
自
分
が
ど
の
時
間
に
ど

の
く
ら
い
電
気
を
使
っ
て
い
る
か
を

確
認
し
、
自
分
に
合
っ
た
よ
り
よ
い

料
金
メ
ニ
ュ
ー
を
選
ぶ
こ
と
に
よ
っ

て
積
極
的
に
電
気
料
金
を
下
げ
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。
一
方
で
、
今
回
新
た
に
事

業
者
を
選
択
し
な
く
て
も
電
力
会
社

が
現
在
の
料
金
で
供
給
を
継
続
し
ま

す
の
で
、
電
気
の
供
給
が
受
け
ら
れ

な
く
な
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　皆
さ
ま
が
積
極
的
に
選
択
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
小
売
事
業
者
が
料
金

そ
の
も
の
の
み
な
ら
ず
、
さ
ま
ざ
ま

な
工
夫
を
通
し
て
顧
客
を
獲
得
し
よ

う
と
す
る
の
で
、
よ
り
充
実
し
た

サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な

る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　ま
ず
は
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の

Ｈ
Ｐ
に
記
載
さ
れ
た
「
小
売
電
気
事

業
者
」
を
ご
確
認
く
だ
さ
い

　
　
　
　小
規
模
工
場
や
一
般
家
庭

向
け
の
電
気
は
、
国
の
登
録
を
受
け

た
こ
の
「
小
売
電
気
事
業
者
」

か
ら
購
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。　ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
記
載
さ
れ

て
い
な
い
事
業
者
か
ら
勧
誘
が

あ
っ
た
場
合
は
、
こ
の
小
売
電

気
事
業
者
と
ど
の
よ
う
な
関
係

か
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
も
し
、

無
関
係
な
事
業
者
で
あ
れ
ば
小

規
模
工
場
や
一
般
家
庭
に
電
気

を
売
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　ま
た
、
登
録
さ
れ
た
「
小
売

電
気
事
業
者
」
は
、
契
約
を
結

ぶ
際
に
、
契
約
期
間
、
電
気
料

金
、
解
約
の
際
の
制
約
な
ど
に

つ
い
て
十
分
な
説
明
を
す
る
こ

と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

疑
問
な
点
は
、
う
や
む
や
に
せ

ず
、
納
得
の
い
く
ま
で
事
業
者
に
説

明
を
求
め
た
上
で
、
契
約
を
結
ん
で

く
だ
さ
い
。

事
業
者
選
択
へ
情
報
収
集
を

　私
が
委
員
を
務
め
る
経
済
産
業
省

の
電
力
取
引
監
視
等
委
員
会
（
注
）

で
は
、
電
気
事
業
者
を
選
択
す
る
際

に
必
要
な
情
報
を
発
信
す
る
と
と
も

に
、
悪
質
な
事
業
者
へ
の
監
視
を
強

化
し
て
ま
い
り
ま
す
。
委
員
会
の
Ｈ

Ｐ
で
も
、
契
約
を
結
ぶ
際
に
疑
問
に

思
う
事
柄
や
一
般
的
な
電
力
小
売
り

自
由
化
の
仕
組
み
に
つ
い
て
Ｆ
Ａ
Ｑ

を
作
成
し
て
お
り
ま
す
の
で
併
せ
て

ご
覧
く
だ
さ
い

　事
業
者
の
皆
さ
ま
に
お
か
れ
ま
し

て
は
、
自
分
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
小

売
電
気
事
業
者
選
択
の
た
め
の
情
報

収
集
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

（
注
）
電
力
取
引
監
視
等
委
員
会
＝

電
力
市
場
に
お
け
る
健
全
な
競
争
が

促
さ
れ
る
よ
う
、
市
場
の
監
視
機
能

を
強
化
す
る
た
め
、
経
済
産
業
大
臣

直
属
の
組
織
と
し
て
、
平
成
27
年
９

月
に
設
立
。
法
律
、
経
済
、
工
学
な

ど
の
専
門
家
５
人
の
委
員
お
よ
び
専

属
の
事
務
局
か
ら
構
成
。
電
力
市
場

に
お
い
て
適
正
な
取
引
が
行
わ
れ
て

い
る
か
監
視
す
る
ほ
か
、
電
力
小
売

営
業
の
ル
ー
ル
な
ど
必
要
な
制
度
づ

く
り
に
も
関
与
す
る
。

小
工
場
や
家
庭
も

      
　購
入
可
能

　２
０
１
６
年
４

月
か
ら
家
庭
向
け

の
電
気
の
小
売
自

由
化
が
始
ま
り
ま

す
。
２
０
０
０
年

か
ら
大
規
模
工
場

で
は
自
由
化
が
始

ま
っ
て
お
り
、
地

域
の
電
力
会
社
以

外
の
事
業
者
か
ら

も
電
気
を
買
う
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

今
回
そ
の
範
囲
が

小
規
模
工
場
や
一

般
家
庭
ま
で
拡
大

し
ま
す
。

　こ
の
自
由
化
に

伴
い
、
都
市
ガ
ス

や
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
、
石

油
、
通
信
、
商
社
、

メ
ー
カ
ー
な
ど
多

様
な
事
業
者
が
電

力
小
売
り
に
参
入

し
て
く
る
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
こ
と

に
加
え
、
そ
う
し

た
事
業
者
に
よ
る
料
金
メ
ニ
ュ
ー
の

多
様
化
や
、
電
気
と
他
の
商
材
・

サ
ー
ビ
ス
と
の
セ
ッ
ト
販
売
な
ど
、

皆
さ
ま
の
選
択
肢
が
増
え
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。
ま
た
、
よ
り
多
く
の
事

業
者
が
電
力
小
売
に
参
入
す
る
こ
と

に
よ
り
、
事
業
者
間
の
競
争
が
活
性

化
す
る
こ
と
を
通
し
て
電
気
代
が
安

く
な
る
こ
と
も
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　皆
さ
ま
と
し
て
は
、
新
し
い
事
業

者
か
ら
電
気
を
買
う
こ
と
に
対
し
て

停
電
な
ど
の
心
配
を
す
る
方
も
い

ら
っ
し
ゃ
る
と
思
い
ま
す
が
、
ど
の

事
業
者
か
ら
電
気
を
買
っ
て
も
停
電

が
起
き
や
す
い
、
起
き
に
く
い
と

い
っ
た
差
は
な
く
、
こ
れ
ま
で
と
同

様
に
電
力
会
社
の
送
配
電
網
を
経
由

し
て
家
庭
な
ど
に
届
き
ま
す
。

電
力
取
引
監
視
等
委
員
会

委

　員

　箕
輪

　恵
美
子 

氏

特
別

寄
稿

（図）我が国における電力小売自由化の経緯

　平成28年4月1日から電力の小売りが全面的に自由化され、小規模の事業者や一般家庭を含め、

全ての需要家が電力の購入先を自由に選択することが可能となります。

　当所では、自由化により中小企業を含む電力需要家が享受できるメリットや注意点等を分かり

やすくお伝えするため、電力取引監視等委員会の箕輪恵美子委員による特別寄稿文を２回にわた

り掲載いたします。

〈第1回〉
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○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建の見込
みがある企業については関係機関との協力により再建
の方策を講じるなど倒産を未然に防止することを目的
に設置されているのが「経営安定特別相談室」です。相談
室では商工調停士等の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決に向け
ての相談・アドバイスを行ないます。商工調停士は、当
所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただくとと
もに相談アドバイスに必要な資料の提出をお願いして
います。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析
・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋
・手形処理指導
・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室

⑦　第1602号　（毎月20日発行） 平成28年2月20日 第1602号　（毎月20日発行） 平成28年2月20日　⑥

常陸ノ国グルメフェスを開催します 就活フェス in ひたちを開催します

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.05％（平成28年2月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　担保必要に応じて徴求
　利率1.15％（平成28年2月1日現在）
※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または当所経営相談課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特
別相談室』にご相談ください。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営相談課まで。

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証・担保　原則不要
　利率1.15％（平成28年2月1日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内で1年以上継続して同一事業を営んでおり、税
務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営相談課まで

第54回  日立さくらまつり第54回  日立さくらまつり
花見茶屋等出店者を募集します花見茶屋等出店者を募集します
期　　日　平成28年4月3日（日）予定・9日（土）・10日（日）
場　　所　平和通り
ブース数　18ブース（飲食店）
　　　　　  ※応募者多数の場合は抽選とさせていただきます

■問合せ　  商業観光課
○詳細については当所商業観光課もしくは当所ホームページ
　でご確認ください。

　青年部では、平成28年3月20日
（日）に第4回常陸ノ国グルメフェ
スを開催します。
　このグルメフェスは、市内はもと
より県内各地の美味しいものを通じ
て茨城県を知ってもらうことと街の
賑わいづくりを目的とし、昨年に引
き続き日立さくらまつりのプレイベ
ントとして開催します。
　是非ご来場いただき、日立市内をはじめ県内各地のグルメを味
わいつくしてください。
　詳細はグルメフェスホームページをご覧いただくか、青年部事
務局（℡0294－22－0128）までお問合せください。
・日　程　平成28年3月20日（日）（予備日21日（月祝））
・場　所　日立市新都市広場
 （グルメフェスホームページ：
    http://www.net1.jway.ne.jp/hitachi_no_kuni/index.html）

　中小・小規模企業と大学生とのマッチング事業

として「就活フェス in ひたち」を開催いたします。

この事業は、平成28年3月時点の大学3年生・大学

院1年生などを対象にした就職説明会です（第2新

卒も対象とし、企業求人も実施いたします）。

　詳細は、ホームページをご覧いただくか青年部

事務局までお問合せください。

（℡0294－22－0128）。

・日　程　平成28年3月3日（木）

・場　所　日立商工会議所会館内

（就活フェスホームページ：

    http://www.net1.jway.ne.jp/

             shukatsu_fest/index.html）

日立商工会議所青年部からのお知らせ日立商工会議所青年部からのお知らせ日立商工会議所青年部からのお知らせ

▲昨年の様子

▲昨年の様子

水戸支社　日立営業所　３１７-００７３　茨城県日立市幸町１-２１-２  TEL ０２９４-２１-５３８７

　これまで何度となく日本のブランド戦略は議論されてきた。しかし、
その議論の多くは、ブランドを生み出すというより、むしろ地方の産
品やアニメなどのコンテンツをいかに世界に売り込むかというプロ
モーション戦略で終わっていた。確かに、日本には世界に知られてい
ない埋もれたコンテンツがまだまだ多くあり、これを世界にＰＲする
ことは重要なことである。
　しかし、既存のコンテンツをばらばらに売り込むだけではブランド
戦略とはいえないのではないか。ブランド戦略とは、単に個々の商品
を売り込むのではなく、共通の価値観を構築し、商品に優先順位を付
けて体系的に売り込むことではないか。オリンピック・パラリンピッ
ク誘致を巡って「おもてなし」という言葉がもてはやされたが、これ
は日本のイメージ（価値）を象徴するブランド戦略だったといってい
いのではないか。ただし「おもてなし」では抽象的すぎる。この点、
最近の地域おこしの動きを見ると、単に地元の産品をばらばらに売り
込むだけでなく、個々の産品やコンテンツの関係を整理し、分かりや
すいストーリー仕立てにして売り込んでいこうとする動きが見られる
ようになっている。
　では、国全体ではどうだろうか。昨年の外国人の訪日旅行者数は２
年続けて大幅に増加し、1974万人に達した。こうしたインバウンドの
増加は、近隣国の経済力が向上する一方で、日本はデフレで物価下落
が続いたことや、円安などによって、日本が割安な国になったことの
影響が大きい。しかし、それだけでなく、日本の持つさまざまな良さ
がネットや口コミなどで広がった結果でもあり、日本のブランド力が
上がっていることの証でもある。しかし、日本の良さや強みが体系的
に整理され、コンテンツがつくられ、ストーリーに基づいて優先順位
を持って売り込まれるという段階には至っていない。

　例えば日本の健康・長寿は世界に誇る日本のブランドである。日本
の食文化や食料品はもとより、国民皆保険の下に整備された医療制度、
心と体を癒してくれる温泉や娯楽の多様さ、安心・安全に対する意識
やモラルの高さ、ハイブリッド技術の開発に象徴される省エネ・省資
源やクリーン・エネルギーへのこだわり、さらにはいたわりに溢れ、
支え合う国民性など、ハードからソフトに至るまでさまざまなコンテ
ンツや価値が、日本の健康・長寿を支えている。日本のシステムから
生み出された健康・長寿が、さまざまなコンテンツに形を変えて、日
本の価値、魅力として世界に映っている。この日本のシステムから生
み出される製品やサービスに世界は憧れている。中国を見れば、なぜ
中国人が自国の食品や製品などを信用せず、日本でつくられた日本製
品を欲しがるのかがよく分かる。このブランド力を活用すれば、日本
はまだまだ世界にモノとサービスを売り込むことができるはずだ。
　その日本は世界に先駆けて高齢社会に突入しつつある。人口減少、
労働力不足、経済活力低下などはマイナス材料であるが、他方で社会
基盤は安定し、民度も高く、高い技術力も健在だ。健康・長寿といっ
た日本のブランド力に磨きをかければ、日本は高齢社会を乗り切る知
恵をいくらでも生み出すことができる。例えば、高齢者になっても希
望に応じて働ける社会をつくる。また生活支援ロボットの助けを借り、
ＡＩを駆使するなど工夫を凝らせば、決して暗くない高齢社会をつく
ることができるはずだ。また、車の自動走行システムがあれば、高齢
者になって免許を返上しても、移動手段を確保できる。高齢化を逆手
にとって、日本が世界をリードする社会をつくることができれば、こ
れこそが究極のジャパン・ブランドになるのだ。

日本総合研究所　理事長　高橋　進

「日本のブランド戦略  －健康・長寿は世界に誇るジャパン・ブランド－」「日本のブランド戦略  －健康・長寿は世界に誇るジャパン・ブランド－」


